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アジア経済法令ニュース No.22-43 

 添付法令資料 1： 韓国電力技術管理法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国有機製品認証管理弁法（目次） 

 添付法令資料 3： 商業銀行による情報技術(IT)の運用に関する 2022年7 月6日付 

  インドネシア共和国金融サービス庁規則 No. 11/POJK.03/2022（目次） 

 添付法令資料 4： 自動車による運送活動及び道路運送支援サービスの組織及び管理に 

  関して定める通知を合一するベトナム運輸交通省の合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2022 年 10 月 21 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 宅地建物取引業法の規定に基づく登録講習機関の登録事項の変更の件（国土

交通省告示第 1053 号） 
22.10.14 公布 

2 労働保険審査官及び労働保険審査会法第五条の規定に基づく関係労働者を代

表する者の候補者の推薦について（官庁報告厚生労働省） 
22.10.17 公布 

3 労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサルタント規則の一部を改正する

省令（厚生労働省令第 148 号） 
22.10.18 公布／23.04.01 施行 

4 経済産業省関係科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律施行規

則の一部を改正する省令（経済産業省令第 79 号） 
22.10.18 公布／同日施行 

5 最低賃金の改正決定に関する公示（官庁報告沖縄労働局最低賃金公示第 2 号） 
22.10.18 公布 

6 特許法等の一部を改正する法律附則第六条第一項の政令で定める日を定める

政令（政令第 330 号） 
22.10.19 公布／同日施行 

7 地域における地域経済牽引事業の促進に関する基本的な方針の一部を改正す

る告示（総務省・財務省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交通省

告示第 1 号） 
22.10.19 公布／同日施行 

8 金融機関の信託業務の兼営等に関する法律施行規則等の一部を改正する内閣

府令（内閣府令第 59 号） 
22.10.19 公布／22.10.20 施行 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 国家外汇管理局行政处罚办法 
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22.05.11 公布 国家外国為替管理局公告 2022 年第 1 号／22.06.01 施行 
2 市场监督管理总局印发《关于规范市场监督管理行政处罚裁量权的指导意见》

的通知 

22.10.08 公布 国家市場監督・管理総局 国市監法規[2022]2 号／同日施行 
3 企业集团财务公司管理办法 

22.10.13 公布 中国銀行保険監督・管理委員会令 2022 年第 6 号／22.11.13
施行 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 ドネツク人民共和国のロシア連邦への受入れ及び新たなロシア連邦構成主体

であるドネツク人民共和国の形成に関する 2022年 10月 4日付ロシア連邦憲法

的法律 No.5-FKZ 
ロシア連邦とドネツク人民共和国の間の条約が発効する日に施行 

2 ルガンスク人民共和国のロシア連邦への受入れ及び新たなロシア連邦構成主

体であるルガンスク人民共和国の形成に関する 2022年 10月 4日付ロシア連邦

憲法的法律 No.6-FKZ 
ロシア連邦とルガンスク人民共和国の間の条約が発効する日に施行 

3 ザポロージャ州のロシア連邦への受入れ及び新たなロシア連邦構成主体であ

るザポロージャ州の形成に関する 2022 年 10 月 4 日付ロシア連邦憲法的法律

No.7-FKZ 
ロシア連邦とザポロージャ州の間の条約が発効する日に施行 

4 ヘルソン州のロシア連邦への受入れ及び新たなロシア連邦構成主体であるヘ

ルソン州の形成に関する 2022 年 10 月 4 日付ロシア連邦憲法的法律 No.8-FKZ 
ロシア連邦とヘルソン州の間の条約が発効する日に施行 

5 国防及び国の安全の保障のために戦略的意義を有する物的会社への外国投資

の実施手続に関するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2022 年 10 月 7
日付ロシア連邦法律 No.389-FZ 

6 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 5 韓国 

1 高等教育法一部改正法 
22.10.18 公布 法律第 18989 号／23.04.18 施行 

2 デザイン保護法一部改正法 
22.10.18 公布 法律第 18998 号／同日施行 

3 商標法一部改正法 
22.10.18 公布 法律第 18999 号／同日施行 

4 エネルギー法一部改正法 
22.10.18 公布 法律第 19000 号／23.01.18 施行 

5 電気事業法一部改正法 
22.10.18 公布 法律第 19003 号／同日施行 

6 電気安全管理法一部改正法 
22.10.18 公布 法律第 19004 号／23.04.18 施行 

7 特許法一部改正法 
22.10.18 公布 法律第 19007 号／同日施行 

8 ベンチャー企業育成に関する特別措置法一部改正法 
22.10.18 公布 法律第 19016 号／24.04.18 施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 8 タイ 

1 仏暦 2565 年（西暦 2022 年）国家警察法 
22.10.11 制定／22.10.17 施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 SUPREME COURT 
  ADMINISTRATIVE ORDER NO. 226-2022 
  GUIDELINES ON THE IMPLEMENTATION OF THE ALTERNATIVE 
PUBLICATION ON THE OFFICIAL WEBSITE OF THE SUPREME 
COURT OF PETITIONS FOR NATURALIZATION INVOLVING 
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REFUGEES AND STATELESS PERSONS 
22.08.11 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

2 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 
  REVENUE REGULATIONS NO. 13-2022 
  INCOME TAX TREATMENT OF EQUITY-BASED COMPENSATION 

22.10.07 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 
3 REPUBLIC ACT NO. 11934 
  AN ACT REQUIRING THE REGISTRATION OF SUBSCRIBER 
IDENTITY MODULE 

22.10.10 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 
4 REPUBLIC ACT NO. 11935 
  AN ACT POSTPONING THE DECEMBER 2022 BARANGAY AND 
SANGGUNIANG KABATAAN ELECTIONS, AMENDING FOR THE 
PURPOSE REPUBLIC ACT NO. 9164, AS AMENDED, APPROPRIATING 
FUNDS THEREFOR, AND FOR OTHER PURPOSES 

22.10.10 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 
5 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 
  CIRCULAR NO. 1157, S. 2022 
  AMENDMENT TO THE MANUAL OF REGULATIONS FOR BANKS 
AND MANUAL OF REGULATIONS FOR NON-BANK FINANCIAL 
INSTITUTIONS PERTAINING TO BANGKO SENTRAL ISSUED 
SECURITIES ELIGIBLE COUNTERPARTIES 

22.10.14 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 
6 INSURANCE COMMISSION 
  CIRCULAR LETTER NO. 2022-47 
  GUIDELINES ON THE PAYMENT OF SUPERVISION FEE 

22.10.14 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 
7 INSURANCE COMMISSION 
  CIRCULAR LETTER NO. 2022-48 
  AMENDMENTS TO CIRCULAR LETTER NO. 2021-27 AND CIRCULAR 
LETTER NO. 2022-34 

22.10.14 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 
8 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 
  CIRCULAR NO. 1158, S. 2022 
  GUIDELINES ON RECOVERY PLAN OF BANKS 

22.10.18 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 
9 OFFICE OF THE PRESIDENT 
  PROCLAMATION NO. 79, S. 2022 
  DECLARING MONDAY, 31 OCTOBER 2022, AS A SPECIAL 
(NON-WORKING) DAY THROUGHOUT THE COUNTRY 

22.10.18 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

 

第 11 インド 
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その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 カザフスタン共和国の軍事戦略の承認に関する 2017 年 9 月 29 日付カザフス

タン共和国大統領令 No.554 への変更及び追加の導入に関するカザフスタン共

和国大統領令 
2022 年 10 月 12 日付 No.1045／署名の日から施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 非常事態に関するウズベキスタン共和国憲法的法律の実行に係る措置に関す

るウズベキスタン共和国内閣決定 
2022 年 10 月 14 日付 No.600／同月 15 日施行 

2 いくつかのウズベキスタン共和国法令への変更及び追加の導入に関するウズ

ベキスタン共和国法律 
2022 年 10 月 19 日付 No.ZRU-794／一部を除き、公布の日から施行 

3 国際条約（ウズベキスタン共和国政府とアゼルバイジャン共和国政府との間

の検疫及び植物保護分野における協力に関する条約）の承認に関するウズベキ

スタン共和国大統領決定 
2022 年 10 月 18 日付 No.PP-399／同日施行 

4 電子署名に関するウズベキスタン共和国法律 
2022 年 10 月 12 日付 No.ZRU-793／2023 年 1 月 14 日から施行 

 

第 15 トルコ 

1 出版法及び特定の法律における変更の実施に関する法律 
2022 年 10 月 13 日付 No.7418 同月 18 日官報 No.31987／一部を除き、

公布の日から施行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

1 投資及び対外経済関係省投資及び企業管理局告示第 135/2022 号（注：登記を

抹消される会社のリストを公示する件） 
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22.10.14 制定 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国電力技術管理法（目次） 

   2 中国有機製品認証管理弁法（目次） 

   3 商業銀行による情報技術(IT)の運用に関する 2022 年 7 月 6 日付インドネシ

ア共和国金融サービス庁規則 No. 11/POJK.03/2022（目次） 

   4 自動車による運送活動及び道路運送支援サービスの組織及び管理に関して

定める通知を合一するベトナム運輸交通省の合一文書（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 
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上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山本 大介  弁護士：シンガポール法令担当 

三冨 貴博  弁護士：日本法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


